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はじめに

日本の近代公教育制度は今年で発足して130余年になる．この間この制度はさまざまな改変を求められ、それ

を果たしてきた．制度の基盤である小学校は全国津々浦々に存在し，地域住民と密接な関係を育んできた．小学

校は地域の核として重要な地位を占めている．それゆえ，今日に至っても「家庭・学校・地域」という三者の結

びつきの重要性を否定するものはいない．この原初形態は，日露戦争後の地方改良運動期に登場し，昭和初期の

郷土教育運動や戦後初期の地域教育計画運動へとつながっていく（もちろん，三者の各理念には固有のものも存

在するが)．

そこで，この三者の関係に初めて注目や関心が寄せられた地方改良運動期を対象に，三者の関係構築・展開が

どのような意図のもとになされ，それがその後の歴史上にどのような影響をもたらしたかを明らかにすることを

最終課題とする．本研究はこの課題へのアプローチの一環をなすものである．

地方改良運動は，大島美津子や宮地正人らlによって明らかにされているように，日露戦争後の疲弊した町村

の再建と農村内の地主的支配秩序の再編強化が､内務省主導の下に進められ一定程度の成果をみた運動である．

町村の有力者と町村民の両者をより強固に結びつけこの運動を推進していったのが，小学校（校長）であった

宮城県と群馬県を対象に，この具体的な活動事例を示したのが笠間賢二2である．笠間は地方改良運動が政策

上「内務省を主として文部省を従とする内務・文部両省の協業として形成された」（群馬県）と指摘しつつ，そ

のことが小学校や教員の家庭や地域に対する影響力の増大を必然のものにしたとする．中央政府レベルの内務省

(内務官僚)、地方レベルの知事，市町村長，小学校長．教員青年層を含む地域住民の間にさまざまな団体の結

成や関係の術築が，地方改良運動の前進に貢献したと;)．

しかし，上述の橘図からいえば知事と市町村長および小学校（校長)）の間に位置する師範学校長の役割を軽

視しているといえる．もちろん全国すべての師範学校長がそうであったというわけではないが､少なくとも次に

示す人物は忘れることはできない．

ひとりは大阪府天王寺師範学校長村田字一郎で，大阪府東成郡生野村小学校を指導した．その経営を1910年

『学校中心自治民育要義』4に著し文字通り小学校を核とした地方改良の成果を世に問うた．いま一人は熊本県

飽託郡池田村小学校を指導した羽田貞義熊本県第一師範学校長である．彼も池田村の実践を1915年に『通俗

教育識話資料町村自治と報徳教』として，さらに1920年『学校を中心とせる民育の実践』として上梓した5彼

らの活動や著書はまさに「学校中心自治民育」運動を推し進める大きな力となった

村HIの実践に対する研究は，検証研究ともいえる総谷次郎の「地方改良運動と村の学校一大阪府東成郡生野村

の事例一｣6がある．羽田の実践については，宮坂広作が「近代日本社会教育政策史』に松村憲一が『日本近代

教育百年史第7巻社会教育l』に7，概IB‘を紹介した程度で本格的な研究はいまだ不十分といえる．

村田と羽田はともに高等師範学校博物科出身（卒業年次は羽田が3年早い）という共通点を持つが，村田によ

る生野村小学校の経営は明治末期。羽田による池田小学校経営は大正初期である．つまり村田が生野村小学校の

経営に専心していたころ，羽田は群馬県師範学校長として群馬県下各地を巡回し報徳思想を鼓吹していた．彼の

誰演を機に多くの町村が報徳思想を基盤に，小学校をも巻き込んだあらたな地域づくりに撞進していったのであ

る．その一方で，有能な教員を代用附属四蕊小学校に派遣して．単級学校経営のみならず「学校中心自治民育」

実践を蓄積させてもいた．また，群馬県の教育方針策定にも大きく関与していたと証言する教え子もいる8．こ
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